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高校卒業予定者の就職内定率 96.0％に上昇、過去最高 

－令和２年３月高校卒業予定者の就職内定状況（令和２年１月末現在）－ 

 

広島労働局（局長：中山 明広）が、各ハローワークを通じて広島県内の高校に確認し、令和

２年３月高校卒業予定者の就職内定状況を令和２年１月末現在で取りまとめたところ、県内の高

校に通う生徒で学校やハローワークからの職業紹介を希望する者は前年同期と比べ126人減少し

3,163 人、就職内定者も 78 人減少し 3,038 人となった。 

この結果、１月末現在の就職内定率は 96.0％となり、前年同期の就職内定率で 94.7%を 1.3 ポ

イント上回り、この時期としては記録のある平成４年３月卒業生以降で最高となった。 

また、求人倍率は 3.65 倍となり、前年同期と比べ 0.05 ポイント上昇し、この時期としては記

録のある平成４年３月卒業生以降で最高となった。 

 

○ 学校やハローワークからの職業紹介を希望した生徒は 3,163 人（前年同期と比べ 126 人、3.8％減）。 

○ 就職内定者は 3,038 人（同 78 人、2.5％減）。 

○ 就職内定率は 96.0％と前年同期を 1.3 ポイント上昇、平成４年３月卒業生以降で過去最高。 

○ 高卒求人は、１月末現在で 11,536 人（同 316 人、2.7％減）。 

※ 産業別では、対前年同期と比べ、運輸業，郵便業（195 人、13.5％減）、複合サービス業（193 人、49.2％減）、製

造業（138 人、3.2％減）などで減少し、サービス業（116 人、21.7％増）、建設業（78 人、6.3％増）などで増加し

た。 

※ 職業別では、建設・採掘・運搬等の職業（259 人、13.1％減）、販売の職業（114 人、10.8％減）などで減少し、

管理、専門・技術の職業（57 人、6.4%増）などで増加した。 

※ 規模別では、1,000 人以上（653 人、41.3％減）、29 人以下（101 人、2.8％減）で減少したが、その他は増加した。 

○ 求人倍率は 3.65 倍（同 0.05 ポイント上昇）で、この時期としては平成４年３月卒業生以降で過去最高。 

  
 
 

 未内定者（高校卒業予定者を含む）等を対象とした就職支援 
○未内定就活生への個別支援 

ハローワークの学卒者担当の専門相談員「ジョブサポーター」を中心とした個別支援を実施 
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【資料１】 

 

① 高卒求人数 10,351 人 9.0 ％ 11,852 人 14.5 ％ 11,536 人 ▲ 2.7 ％

3,341 人 5.3 ％ 3,289 人 ▲ 1.6 ％ 3,163 人 ▲ 3.8 ％

男 2,085 人 5.7 ％ 2,081 人 ▲ 0.2 ％ 2,005 人 ▲ 3.7 ％

女 1,256 人 4.6 ％ 1,208 人 ▲ 3.8 ％ 1,158 人 ▲ 4.1 ％

③ 3.10 倍 0.11 Ｐ 3.60 倍 0.50 Ｐ 3.65 倍 0.05 Ｐ

3,163 人 4.3 ％ 3,116 人 ▲ 1.5 ％ 3,038 人 ▲ 2.5 ％

男 1,986 人 4.0 ％ 1,991 人 0.3 ％ 1,942 人 ▲ 2.5 ％

女 1,177 人 4.7 ％ 1,125 人 ▲ 4.4 ％ 1,096 人 ▲ 2.6 ％

94.7 ％ ▲ 0.9 Ｐ 94.7 ％ 0.0 Ｐ 96.0 ％ 1.3 Ｐ

男 95.3 ％ ▲ 1.5 Ｐ 95.7 ％ 0.4 Ｐ 96.9 ％ 1.2 Ｐ

女 93.7 ％ 0.1 Ｐ 93.1 ％ ▲ 0.6 Ｐ 94.6 ％ 1.5 Ｐ

②

④

⑤

求職者数

求人倍率（①/②）

就職内定者数

就職内定率
（④/②）

対前年比対前年比

【資料２】

卒業年次

最近３年間の高校生の求人・求職・就職内定状況（各年１月末現在）

広島労働局職業安定部職業安定課

令和２年３月卒平成30年３月卒 平成31年３月卒

対前年比

4.3 5.3 6.3 7.3 8.3 9.3 10.3 11.3 12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3 18.3 19.3 20.3 21.3 22.3 23.3 24.3 25.3 26.3 27.3 28.3 29.3 30.3 31.3 2.3

求人数 34,326 29,289 20,092 13,500 10,065 10,312 10,620 7,174 5,383 5,023 4,257 4,284 4,457 5,819 6,758 8,206 8,122 7,887 4,369 4,836 4,827 5,023 5,683 7,300 8,987 9,494 10,351 11,852 11,536

求職者数 9,676 8,504 7,256 6,140 5,731 5,365 4,852 4,448 3,742 3,603 3,253 3,040 3,157 3,060 3,022 3,178 3,280 3,247 2,819 2,875 3,011 2,982 3,042 3,162 3,310 3,174 3,341 3,289 3,163

内定者数 8,876 7,774 6,400 5,278 4,616 4,499 4,141 3,497 2,811 2,675 2,287 2,195 2,484 2,625 2,744 2,908 3,027 2,915 2,351 2,535 2,668 2,668 2,794 3,028 3,133 3,034 3,163 3,116 3,038

内定率 91.7 91.4 88.2 86.0 80.5 83.9 85.3 78.6 75.1 74.2 70.3 72.2 78.7 85.8 90.8 91.5 92.3 89.8 83.4 88.2 88.6 89.5 91.8 95.8 94.7 95.6 94.7 94.7 96.0

96.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

（％）（人）

（卒業年次⇒）

高校生の求人・求職・就職内定状況の推移（１月末現在）

求人数 求職者数 内定者数 内定率



（令和2年1月末日現在）

増減数 増減率

73 66 ▲ 7 ▲9.6%

4 14 10 250.0%

1,237 1,315 78 6.3%

4,279 4,141 ▲ 138 ▲3.2%

 09　食 料 品 製 造 業 465 435 ▲ 30 ▲6.5%

 10　飲料・飼料・たばこ製造業 9 10 1 11.1%

 11　繊　維　工　業 155 121 ▲ 34 ▲21.9%

 12　木材・木製品製造業（家具除く） 93 102 9 9.7%

 13　家具・装飾品製造業 43 52 9 20.9%

 14　パルプ・紙・紙加工品製造業 13 22 9 69.2%

 15　印刷・同関連産業 37 26 ▲ 11 ▲29.7%

 16　化　学　工　業 61 57 ▲ 4 ▲6.6%

 17　石油製品・石炭製品製造業 4 4 0 0.0%

 18　プラスチック製品製造業（別掲を除く） 133 113 ▲ 20 ▲15.0%

 19　ゴム製品製造業 67 54 ▲ 13 ▲19.4%

 21　窯業・土石製品製造業 59 60 1 1.7%

 22　鉄　　鋼　　業 284 263 ▲ 21 ▲7.4%

 23　非鉄金属製造業 71 62 ▲ 9 ▲12.7%

 24　金属製品製造業 302 317 15 5.0%

 25　はん用機械器具製造業 350 387 37 10.6%

 26　生産用機械器具製造業 181 169 ▲ 12 ▲6.6%

 27　業務用機械器具製造業 27 34 7 25.9%

 28　電子部品・デバイス・電子回路製造業 35 29 ▲ 6 ▲17.1%

 29　電気機械器具製造業 133 97 ▲ 36 ▲27.1%

 30　情報通信機械器具製造業 12 12 0 0.0%

 31　輸送用機械器具製造業 1,660 1,633 ▲ 27 ▲1.6%

 20,32　その他の製造業 85 82 ▲ 3 ▲3.5%

67 69 2 3.0%

50 68 18 36.0%

1,444 1,249 ▲ 195 ▲13.5%

1,492 1,486 ▲ 6 ▲0.4%

 50-55　卸　　売　　業 447 408 ▲ 39 ▲8.7%

 56-61　小　　売　　業 1,045 1,078 33 3.2%

60 69 9 15.0%

198 185 ▲ 13 ▲6.6%

265 256 ▲ 9 ▲3.4%

453 471 18 4.0%

 76　飲　　食　　店 262 272 10 3.8%

418 394 ▲ 24 ▲5.7%

15 12 ▲ 3 ▲20.0%

871 892 21 2.4%

392 199 ▲ 193 ▲49.2%

534 650 116 21.7%

0 0 0 0.0%

896 953 57 6.4%

C    　事　　　務 859 806 ▲ 53 ▲6.2%

1,055 941 ▲ 114 ▲10.8%

1,817 1,802 ▲ 15 ▲0.8%

7,070 6,851 ▲ 219 ▲3.1%

 (49-64)　生産工程の職業　 4,441 4,420 ▲ 21 ▲0.5%

 (65-68)　輸送の職業 223 266 43 19.3%

 (69,72)　定置・建設機械運転，電気工事の職業 423 441 18 4.3%

 (70,71,73～78)　建設・採掘・運搬等の職業 1,983 1,724 ▲ 259 ▲13.1%

155 183 28 18.1%

11,852 11,536 ▲ 316 ▲2.7%

3,624 3,523 ▲ 101 ▲2.8%

3,022 3,145 123 4.1%

2,379 2,504 125 5.3%

611 694 83 13.6%

633 740 107 16.9%

1,583 930 ▲ 653 ▲41.3%

P  医療，福祉　　　　(83,85)

Q  複合サービス業　　　　　　　(86,87)

S,T公務（他に分類されないもの）(97～99)

R  サービス業（他に分類されないもの）(88～96)

上　記　以　外　の　職　業

A,B　　　管理，専門・技術

D　　　　販　　　売

E　　　　サービス

H,I,J,K　生産工程，輸送・機械運転，建設，運搬等の職業

産業・職業・規模別高卒求人状況

D　建 　　設 　　業       (06-08)

E　製　　 造 　　業       (09-32)

J　金　融　業　・　保　険　業　(62-67)

K　不動産業，物品賃貸業　　　　(68～70)

産
　
　
　
　
　
　
業
　
　
　
　
　
　
別 F　電気･ガス･熱供給･水道業 (33-36)

G　情報通信業　　　　　　　(37-41)

H　運輸業，郵便業　　　　　　　　　(42-49)

I　卸売・小売業　　　　　　(50-61)

A,B　農・林・漁業       (01-04)

C　鉱業，採石業，砂利採取業   (05)

M　宿泊業，飲食サービス業　　(75-77)

N　生活関連サービス業，娯楽業　　　(78-80)

L　学術研究，専門・技術サービス業(71～74)

O  教育，学習支援業　　　　(81,82)

平成31年1月末日 令和2年1月末日
対前年

広　島　労　働　局

産業・職業・規模

500 ～ 999人

1,000 人以上

規
　
模
　
別

職
　
　
業
　
　
別

合　　　　　　　　　計

29 人以下

30 ～ 99 人

100 ～ 299人

300 ～ 499人

 

【資料３】 


